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Ⅰ 審議事項 

放送システム委員会は、情報通信審議会諮問第2023号「放送システムに関する

技術的条件」のうち、「デジタル混信等の難視対策のためのギャップフィラーに関す

る技術的条件」について審議を行った。 

Ⅱ 委員会構成 

別表のとおり。 

Ⅲ 審議経過 

1. 放送システム委員会での審議 

本件に関する放送システム委員会の審議経過は、次のとおりである。 

第8回（平成19年8月30日） 

委員会運営方針、難視対策中継局作業班の設置、同運営方針及び検討課

題並びに検討スケジュールについて審議を行った。 

第10回（平成19年12月12日） 

 

第11回（平成20年1月25日） 

 

 

 

2. 難視対策中継局作業班での審議 

 「放送システムに関する技術的条件」のうち「デジタル混信等の難視対策のた

めのギャップフィラーに関する技術的条件」に関する調査について、委員会が調

査するために必要とする情報を収集し、技術的条件についての調査を促進させ

 



るために難視対策中継局作業班が設置された。 

 難視対策中継局作業班の審議経過は、次のとおりである。 

第1回（平成19年9月12日） 

作業班における検討事項、検討スケジュールについて審議を行った。 

第2回（平成19年10月30日） 

実験結果の報告について確認し、報告書(案)のポイントについて審議を行っ

た。 

第3回（平成19年11月21日） 

報告書(案)について審議を行った。 

第4回（平成19年12月7日） 

 

 

Ⅳ 審議概要 

別紙のとおり。 

Ⅴ 審議結果 

「放送システムに関する技術的条件」のうち「デジタル混信等の難視対策のため

のギャップフィラーに関する技術的条件」について、別添のとおり答申（案）を取りま

とめた。 
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情報通信審議会 情報通信技術分科会 放送システム委員会 構成員 
 

（敬称略、専門委員は五十音順） 

 

 

氏  名 主 要 現 職 

主 査 伊東
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早稲田大学 理工学部 教授 
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第１章 検討の経緯 

１ 「極微
ご く び

小 電 力 局
しょうでんりょくきょく

」の技術基準の制度化 

地上デジタルテレビジョン放送の普及・推進のため、その中継局に関し、経済

性をも考慮した合理的な技術基準の導入が必要であるとの考え方に基づき、平成

１８年９月、総務大臣は情報通信審議会に対して、「地上デジタル放送の中継局

に関する技術的条件」その他デジタル放送システムの最適利用のための技術的条

件(諮問事項名：「放送システムに関する技術的条件」)について諮問し、情報通

信審議会では、その第一の審議事項として「地上デジタル放送の中継局に関する

技術的条件」を取り上げた。 

審議の結果、地上デジタル放送において「放送局」として一律の技術基準が適

用されていた旧制度について、新たに「中継局」という概念を導入して、周波数

許容偏差、空中線電力許容偏差、スペクトルマスクに関して技術基準が緩和され

たカテゴリを導入すべきことが提言された（図１．１及び図１．２を参照）。 

その中継局の技術基準のうち、特に、電波伝搬の特性上閉鎖的であり、かつ、

狭小な区域を対象とし、極微小電力(0.05W以下)で送信する中継局は「極微小電力

局」と更に定義をして、経済性に優れた小規模な無線設備を通常の中継局と区別

して観念することとした。 

この情報通信審議会一部答申（平成１９年１月）を踏まえ、同年５月９日に地

上デジタル放送における中継局及び極微小電力局の新たな技術基準が施行された。 

 

（情報通信審議会の審議の経緯） 

平成１８年９月２８日 情報通信審議会への諮問 

平成１９年１月２４日 情報通信審議会一部答申 

平成１９年５月９日 地上デジタル放送における「中継局」、「極微小電

力局」の技術基準の施行 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１．１：放送局に関する技術基準（制度改正前） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１．２：放送局に関する技術基準（制度改正後） 
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２ 地上デジタル放送における「受信障害対策中継放送」の制度化 

平成１９年５月の地上デジタル放送における中継局及び極微小電力局の技術基

準の施行を受け、総務省は、地上デジタル放送の極微小電力局の技術基準を用い

た受信障害対策中継放送に関する無線局免許制度の導入に向けた検討を開始した。 

この結果、同年１０月２３日に山間地等における地上デジタル放送の難視聴解

消のための受信障害対策中継放送の制度をスタートさせるとともに、本制度の円

滑な利用を促進するため「山間地等における難視聴解消のための受信障害対策中

継放送を行う放送局の免許申請手続について」と題するマニュアルを公表した。 

本マニュアルは、山間部において地上デジタル放送の受信障害対策中継放送を

行う市町村や共聴組合等の担当者の利便性を図るため、次の項目が詳細に解説さ

れている。 

 

○ 受信障害対策中継放送の概要 

○ 無線局免許の申請書、無線局事項書、工事設計書の記載例 

○ 受信障害対策中継放送を行う放送局の開設に当たっての放送事業者との調

整のためのガイドライン 

○ 受信障害対策中継放送を行う放送局に関するＱ＆Ａ集 

○ 参照条文 

 

なお、受信障害対策中継放送の放送局を開設する場合は、電波法の手続に沿っ

て免許申請を行い、受信障害対策中継放送を行う放送局の免許を取得する必要が

ある。従って、使用する無線設備（送信機）は、電波法に定められた技術基準に

合致していなければならず、その運用に際しては、電波法・放送法に基づく規定

に従う必要がある。また、放送事業者が放送している放送番組を同時にそのまま

再送信する必要があり、独自に編集・加工したり、独自の内容の放送を行うこと

はできないこととなっている。 

 

 

（参考）「受信障害対策中継放送制度」とは 

 

受信障害対策中継放送とは、電波法（昭和２５年５月２日法律第１３１号）第５条

第５項において定められている放送局の一種であり、「相当範囲にわたる受信の障害

が発生しているテレビジョン放送及び当該テレビジョン放送の電波に重畳して行う多

重放送を受信し、そのすべての放送番組に変更を加えないで当該受信の障害が発生し

ている区域において受信されることを目的として同時にこれを再送信する放送のう

ち、当該障害に係るテレビジョン放送又は当該テレビジョン放送の電波に重畳して行



う多重放送をする無線局の免許を受けた者が行うもの以外のもの」をいう。 

具体的には、放送事業者（ＮＨＫや一般放送事業者）は、テレビジョン放送の普及

のために中継局の設置を進めることとなるが、一部の区域においてビルや橋梁等の建

造物等の陰になるなどして難視となる場合があり、そのような区域においてもとの放

送事業者の放送を補完的に放送するものをいう。 

建造物等による都市受信障害の場合は、放送事業者の意思とは関係なく発生するも

のであり、その障害に対してまで放送事業者に解消努力義務を求めることは適当とは

言えない面があるため、受信障害対策中継放送を行う放送局の無線局免許は、難視の

原因者（建造物の所有者等）や地元の市町村等、もとの放送を行う放送事業者以外の

者が取得することができるようになっている。 

本制度は、平成２年の電波法改正により導入されたものであり、アナログのテレビ

ジョン放送を補完するための受信障害対策中継放送を行う放送局について、過去に無

線局免許を付与したケースがある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１．３：受信障害対策中継放送を行う放送局の置局イメージ 
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３ “ギャップフィラー”の定義について 

地上デジタルテレビジョン放送における「ギャップフィラー」の用語について

は、電波法令において特段の定義が行われているものではない。しかしながら、

その語源（Gap-Filler）のとおり、大規模な出力の中継局ではカバーできないご

く狭い部分の区域又は特別な理由によって受信障害が発生している区域において、

補完的に設置される放送用の無線設備を指し示していることについては、関係者

間で共通認識があると考えられる。 

具体的には、山間部など地形的要因によって辺地となっている区域、地下街・

地下駐車場などの遮へい空間、デジタル混信が発生している難視区域、ビル等の

建造物の陰による難視区域等に補完的に適用される無線設備であり、比較的小規

模なエリアを補完するため、小規模な構成の無線設備となる。このため、設置の

際の経済性に優れ、放送事業者及び放送事業者以外の者がスポット的に安価に置

局することが可能であると期待されている。 

以上を踏まえ、本報告書において「ギャップフィラー」の用語は、地上デジタ

ル放送における中継局のうち、極微小電力(0.05W以下)で送信する中継局であって

極微小電力局に用いられる無線設備を使用するものと定義して、使用することと

する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１．４：ギャップフィラー（極微小電力局）の位置づけ 
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４ 本報告における検討の範囲 

平成１９年５月に地上デジタル放送における中継局及び極微小電力局の新たな

技術基準が施行されたが、極微小電力局については、都市部に使用された場合の

使用条件が十分に検討することができなかったため、その技術基準を適用するこ

とができる範囲は限定的に規定されている。 

すなわち、極微小電力局の技術基準は、電波伝搬の特性上閉鎖的であり、かつ、

狭小な区域を対象としており、山間辺地や地下街等の遮へい空間のみに適用でき

るようになっている。また、電波が建造物に遮へいされることにより生ずる受信

障害対策用の送信設備も極微小電力局の技術基準の対象外となっている。 

しかしながら、地上デジタル放送の中継局の整備が進展するに伴い、 

 

①建造物等人為的要因により受信障害が発生している地域 及び 

②デジタル混信により受信障害が発生している地域 

 

においても極微小電力局の技術基準を用いたギャップフィラーの設置のニーズ

が高まっており、２０１１年７月の地上デジタル放送の完全実施に向け、これら

の難視対策用のギャップフィラーとして、平成１９年５月に制定した技術基準の

適用範囲を拡大することができるかどうかの検討が必要となっている（図１．５

参照）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１．５：ギャップフィラーの制度化状況 
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第２章 難視対策用ギャップフィラーの概要 

 

１ ギャップフィラーの基本構成 

建造物等人為的要因により受信障害が発生している地域に用いるギャップフ

ィラー（以下「ビル陰対策用ギャップフィラー」という。）及びデジタル混信に

より受信障害が発生している地域に用いるギャップフィラー（以下「デジタル混

信対策用ギャップフィラー」という。）に使用される機器は、経済的に設置でき

ることが求められており、単純な構成であって、容易に設置できるよう設計され

る必要がある。 

このため、すでに大量に出荷されているＣＡＴＶや共同受信に使用されている

既存の機器を元にして、山間辺地用のギャップフィラーの製品開発が一部の製造

メーカーにおいて行われており、ビル陰対策用ギャップフィラー及びデジタル混

信対策用ギャップフィラー（両者をあわせて「難視対策用ギャップフィラー」と

いう。）もこれらの製品が流用されることが検討されている。これらの状況を踏

まえ、ギャップフィラーの一般的な機器構成を図２．１に示す。 

 
 

１０ｍ程度

受信アンテナ部

ヘッドエンド部

送信部

送信アンテナ部

伝送線（光または同軸ケーブル）

１０ｍ程度

受信アンテナ部

ヘッドエンド部

送信部

送信アンテナ部

伝送線（光または同軸ケーブル）

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真２．１ヘッドエンド部の例 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２．１ギャップフィラーの基本構成      写真２．２ 送信部の例 

 

(1) 受信アンテナ部 

受信アンテナ部は、難視対策が必要な地域において地上デジタル放送を再送

信するために必要となる良好な信号品質の放送波を受信するための装置であ

る。 

受信アンテナは、混信やマルチパスなどの妨害を受けないようにして、所要

の信号出力が得られるように受信点を選定し、適切なアンテナを使用して設
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置される。使用されるアンテナは主に、既に多く使用されている共同受信用

八木アンテナを基本としている。 

また、受信した放送波と同一チャンネルで送信（ＳＦＮ：Single Frequency 

Network）する場合、回り込み対策（後述）のため、送信アンテナとのアイソ

レーション（離隔）の距離を十分に取れるような位置に設置する必要があり、

必要な信号品質が得られない場合は、受信点を距離的に分離して、良好な受

信点から伝送線で送信部まで伝送することとなる。 

 

(2) ヘッドエンド部 

ヘッドエンド部は、アンテナ出力のアナログ波や目的外の信号を除去し、送

信部で再送信するべきチャンネルの信号のみを抽出して伝送するための装置

であり、スペクトルマスク、ＡＧＣ（Automatic Gain Control）機能、スケルチ

機能、周波数偏差などの無線設備としてのギャップフィラーの主要性能は、

基本的には、このヘッドエンド部の仕様で決定される。 

受信電界強度が低い場合には、ヘッドエンド部にブースター装置を挿入し、

Ｃ／Ｎ改善を行う場合がある。 

送信部への信号伝送には、比較的近距離の場合は同軸ケーブル、遠距離に伝

送する場合は光ケーブルが使用されることとなり、このため、光変調器（Ｅ

／Ｏ変換）を装備したもの、送信部の電力増幅器を内蔵したものなどが製品

として開発されており、一部にはマルチパスによる周波数特性を補償する補

償器や、回り込みキャンセラーを装備したものも開発されている。 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

受信制御 補償部 送信制御

同上

波数分装備

前置

増幅

Ｅ／Ｏ変換部
または
同軸出力部

分
配

合
成入力

同軸出力
または
光出力

電力増幅部の
場合もある

受信制御 補償部 送信制御

同上

波数分装備

前置

増幅

Ｅ／Ｏ変換部
または
同軸出力部

分
配

合
成入力

同軸出力
または
光出力

電力増幅部の
場合もある

図２．２ 一般的なヘッドエンド系統図 

 

一般的なヘッドエンド部の系統を図２．２に示す。なお、製品には、各送

信チャンネル毎に装置を分けないで、一括してデジタルフィルターで所要の

全てのチャンネルを抽出して、ＡＧＣ、スケルチ及び発振検知等の機能を具

備したギャップフィラーも試作されている。 

 

(3) 送信部 

送信部は、ヘッドエンドからの信号を受け、所要の出力１０ｍＷ又は５０

ｍＷに増幅して送信アンテナに供給する装置である。入力端子は、同軸ケー
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ブル受け及び光ケーブル受けの両方式がある。ＭＣＰＡ（Multi-Channel 

Power Amplifier）方式が主流であり、全チャンネルを同時増幅する構造と

なっている。 

一般的な送信部の系統図を図２．３に示す。 

送信部は、送信アンテナまでの同軸ケーブルによる損失を少なくするため、

送信アンテナの近傍（アンテナ柱に取り付け）に設置されることとなる。こ

のため、ヘッドエンド部と分離して、既存のＣＡＴＶ用のトランクアンプ等

のケースに収容された小型の製品が一般的になっている。 

なお、入力レベルの低下などで、出力される電波のスペクトルマスクに影

響するおそれがあるが、適正なレベルでヘッドエンド部を運用すれば技術基

準の範囲内で適正な質の放送波を出力することができる。 
 

Ｏ／Ｅ
変換

電力増幅器
ＭＣＰＡ

同軸受の場合は無

入力 出力

１０ｍＷ
５０ｍＷ

Ｏ／Ｅ
変換

電力増幅器
ＭＣＰＡ

同軸受の場合は無

入力 出力

１０ｍＷ
５０ｍＷ

 

図２．３ 一般的な送信部の系統図 

 

(4) 送信アンテナ部 

送信アンテナ部は、要求性能として、サービスエリアの状況や、与干渉を

避けるためなどの目的から、指向性や利得特性が種々求められる。今まで実

施された実証実験などではアナログのミニサテ用リングアンテナや送信用八

木アンテナが流用使用されてきているが、新たにギャップフィラー用のアン

テナも一部では開発されている。 

送信アンテナは、50ｍＷの電力を８波分合計約0.5Ｗもの電力を扱うことに

なり、市販の受信用アンテナなどでは給電部を強化するなど改修が必要とな

る。 

 

２ ギャップフィラーの受信点 

基本構成は、(1)項に記したとおりであるが、その用途（山間部における難視

対策用、ビル影難視対策用、デジタル混信対策用等）によって、所要受信品質

を得るために受信点の構成にバリエーションが生ずる。その例を以下に示す。 

 

(1) 非分離構成 

ギャップフィラーは、基本的に入出力が同一チャンネルのＳＦＮが使用さ

れることが多いため、送受信アンテナが接近する非分離構成は発振防止な

どの点で工夫が必要である。ビル陰難視対策では、ビルの屋上などに受信

アンテナと送信アンテナが設置される（図２．４）ことから送受信の回り

込みを抑えた非分離構成が用いられる。 
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非分離構成は受信品位が得られれば設置しやすいことから、送受回り込み

を抑える特殊なアンテナの開発や、回り込みキャンセラーの開発などが進

められている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地デジTV

地デジTV
地デジTV

送受アンテナを屋上設備などを利
用したり、階を変えて設置するな
どしてアイソレーションを取る

地デジTV地デジTV

地デジTV地デジTV
地デジTV地デジTV

送受アンテナを屋上設備などを利
用したり、階を変えて設置するな
どしてアイソレーションを取る

図２．４ ビル影難視対策用ギャップフィラー 

 

非分離の標準的な構成を図２．５に示す。 

アンテナの指向性のヌル方向に、５０ｍ程度受信アンテナを離隔して所要

のアイソレーションを確保する方法が用いられる。 

 

１０ｍ程度

受信アンテナ部

ヘッドエンド部

送信部

送信アンテナ部

伝送線

１０ｍ程度

受信アンテナ部

ヘッドエンド部
（送信部一体型）

ブースター
使用しない場

合もある）

送信アンテナ部

伝送線

非分離の例 １ 非分離の例 ２

１０ｍ程度

受信アンテナ部

ヘッドエンド部

送信部

送信アンテナ部

伝送線

１０ｍ程度

受信アンテナ部

ヘッドエンド部
（送信部一体型）

ブースター
使用しない場

合もある）

送信アンテナ部

伝送線

非分離の例 １ 非分離の例 ２

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２．５ 非分離構成の例 
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(2) 分離受信点の構成 

ギャップフィラーの受信アンテナ部において、所要の信号品質の放送波

を受信することができない場合には、信号品質が良好な山頂・丘陵や距離

的に離れた地点で受信する必要がある場合がある。特にデジタル混信対策

では、ギャップフィラーの送信点では良好な受信品位が得られにくいこと

が一般的であり、送信点とは距離的に離して受信することが多くなると考

えられる。長距離伝送の場合は、光ファイバによる伝送を使えば３０ｋｍ

以上の伝送も可能である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地デジTV

地デジTV

地デジTV

例２： 受信品質良好な
場所から伝送する場合

例１： 近くの山頂などに良好
な受信点が得られる場合

地デジTV

地デジTV

地デジTV地デジTV

地デジTV地デジTV

地デジTV地デジTV

例２： 受信品質良好な
場所から伝送する場合

例１： 近くの山頂などに良好
な受信点が得られる場合

地デジTV地デジTV

地デジTV地デジTV

図２．６ 分離受信の例 

 

長距離伝送する場合は、その伝送遅延時間によっては、上位局の放送波

とギャップフィラーとの間のＳＦＮ関係が確立できない（ガードインター

バル超え）場合があるので注意が必要である。ＳＦＮ関係が確立しない場

合は、上位局とのＤＵ比を２８ｄＢ以上確保しなければならないこととな

る(電波法関係審査基準)。 

受信点を分離する場合の標準的な機器構成を図２．７に示す。 
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受信アンテナ

ＵＨＦ

ブースター

送信アンテナ

分離ケーブル

(同軸ケーブル)

受信アンテナ 送信アンテナ

ヘッドエンド部

ヘッドエンド部

送信部

送信部

分離ケーブル

同軸ケーブル又は

光ケーブル

受信点 伝送線 送信点

例 １（長距離分離）

例 ２（中距離分離）

受信アンテナ

ＵＨＦ

ブースター

送信アンテナ

分離ケーブル

(同軸ケーブル)

受信アンテナ 送信アンテナ

ヘッドエンド部

ヘッドエンド部

送信部

送信部

分離ケーブル

同軸ケーブル又は

光ケーブル

受信点 伝送線 送信点

例 １（長距離分離）

例 ２（中距離分離）

 

図２．７ 受信点分離の機器構成 

 

分離受信の構成も非分離構成と大きく変わるものではないが、３００ｍ程

度の距離内であれば、例２のようにブースターを受信点に置いて、同軸ケ

ーブルで伝送する方式が簡便である。 

 

(3) 分離受信のその他の構成 

分離受信の形態でＣＡＴＶや共同受信設備がＵＨＦパススルーで伝送さ

れている場合に、そのＣＡＴＶ等から分岐してその信号を受信信号として、

ギャップフィラー局の入力に利用する場合がある。その場合も送信信号品

質を技術基準に合致させるために、必ずヘッドエンドを挿入するなどが必

要となり、基本構成は変わらない。 

この場合に注意するべきこととしては、分岐するＣＡＴＶ等の信号品質が

所要品質を満足している必要がある。等価ＣＮ比として３０ｄＢ以上が求

められる（後述）。 

また、ＣＡＴＶ等の受信点から分岐点までの遅延時間が上位局直接伝播の

遅延時間に対して、ガードインターバル内に無い場合はＳＦＮ関係が崩れ、

上位局との所要ＤＵ比が２８ｄＢ以上となり、潜在電界によってはサービ

スエリアが極端に狭くなってしまう。なお、遅延時間の調整は、上位の放

送局及びギャップフィラーを設置する者が異なる場合は、基本的には技術

的に解決困難であるから注意が必要である。 
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ヘッドエンド

送信部

送信が複数になる場合は別線で伝送する
ＣＡＴＶ本線ケーブル分岐ＢＯＸ

送信アンテナ 送信アンテナ

 
図２．８ ＣＡＴＶ等から分岐する受信点の例 

送信部

ＣＡＴＶ等からの分岐点は、図のように電柱で分岐す
る場合や、ＣＡＴＶ局内で分岐し、別線でギャップフィ
ラーに伝送する場合などが考えられる。

いずれにしてもＳＦＮ送信の場合は遅延時間に注意が
必要。

送信部

送信が複数になる場合は別線で伝送する
ＣＡＴＶ本線ケーブル分岐ＢＯＸ

送信アンテナ 送信アンテナ

ＣＡＴＶ等からの分岐点は、図のように電柱で分岐す
る場合や、ＣＡＴＶ局内で分岐し、別線でギャップフィ
ラーに伝送する場合などが考えられる。

いずれにしてもＳＦＮ送信の場合は遅延時間に注意が
必要。

送信部

ヘッドエンド
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第３章 難視対策用ギャップフィラーの技術的条件の検討 

 

１ デジタル混信とその対策 

デジタル混信とその対策手法については、全国地上デジタル放送推進協議会の

三部会合同アドホックで検討されており、ギャップフィラーも有効な対策手法の

一つであると報告されている。 

その報告を踏まえれば、デジタル混信の定義と対策は次のようにまとめること

ができる。 

 

(1) デジタル混信の定義と分類 

本検討のデジタル混信は、デジタル放送がアナログ放送と併存する２０１１

年までの期間の周波数逼迫状況に起因するデジタル混信（デジタル波が被害を

被る混信）を対象とすることが適当である。 

 デジタル混信の状況を推定するシミュレーションにあたっては、デジタル混

信を電界不足による難視と区別するために、電界不足と判断される電界強度を

５１ｄＢμＶ／ｍ未満とし、デジタル混信による難視は「それ以上（５１ｄＢ

μＶ／ｍ以上）の電界強度の地点において、２０素子（相当）アンテナ＋ブー

スター＋標準デジタル受信機を用いた受信システムで、１％以上の時間率で受

信不可能な状態」と定義することが適当と考えられる。 

デジタル混信は、その発生原因別に次の２種類に分類できる。ただし、実際

の混信状況においては、それらが複合的に生じている場合がある。また、デジ

タル混信以外にも、マルチパスや雑音の状況等によっても受信特性は影響を受

ける。従って、シミュレーションによりデジタル混信の発生を推測した上で、

実際の受信実態については、実測も含めて受信特性の劣化要因を把握し、個別

具体的な対策を検討する必要がある。 

ア 同一チャンネル混信 

 デジタル放送とアナログ放送の併存期間においては、周波数の逼迫により、

デジタル放送の異なる送信所で異なる内容の放送を同一チャンネルを使わな

ければならない状況が生じ得る。同一チャンネル混信は、このような同一チ

ャンネルを異なる送信所で使用する場合において、一方のデジタル電波が与

干渉波となり混信する状態である。 

イ ＳＦＮ混信 

 地上デジタル放送の特長のひとつとして、遅延波による受信特性の劣化が

極めて小さいことが挙げられる。この特性を利用して、同一の周波数（チャ

ンネル）で中継局のネットワークを構成する、いわゆる、ＳＦＮが可能であ

る。 



 しかしながら、複数のＳＦＮ中継局からの電波が届いているエリアにおい

て、例えば以下のような状態が複合的に生じた場合にＳＦＮ混信を引き起こ

すことが考えられる。 

· 希望波と干渉波の到達時間差がガードインターバルよりも長い 

· 希望局と干渉局の電波到来方向がほぼ同じで、受信アンテナの指向性によ

る識別度が十分得られない 

· 地形的な要因や施設の反射等により、希望波の電界強度が推定された値よ

り実際には小さい、または、干渉波の電界強度が推定された値よりも実際

には大きい 

ガードインターバルを超える遅延時間の干渉波が加わると、受信特性は急激

に劣化する。図３．１に、ＳＦＮによる遅延波がある場合のデジタル受信機の

特性の概要を示す。この特性は、その形状から“バスタブ特性”と呼ばれるも

のであり、希望波（主波）を受信する際に、ガードインターバル（126μs）を

有効に利用するため、遅延波がその範囲内（バスタブの底の部分）に収まるよ

うに復調同期を設定する。同図では、バスタブの端からTmのマージンを持った

タイミングで、ガードインターバルが設定される例を示している。 

遅延波の主波からの遅延時間が、この設定されたガードインターバルの範

囲内にあれば、所要ＤＵ比はほぼ０ｄＢまで許容される。一方、ガードイン

ターバルを超える遅延波がある場合には、特性が急激に劣化し、所要ＤＵ比

も大きくなっていく。遅延時間が長くなるにつれて、遅延波による劣化は雑

音による劣化に近い特性となることから、所要ＤＵ比の値は遅延時間が長く

なるにつれ雑音に対する所要ＣＮ比の値に漸近していく。ガードインターバ

ルを超える遅延波のＤＵ比が受信機の所要値を確保できない場合には、デジ

タル混信となる。 

 

 

図３．１ ＳＦＮ混信特性 

 

(2) デジタル混信の対策手法 

デジタル混信の送信側の対策手法としては、補間波、補間置局、ギャップフ

所要DU比
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ィラー、受信改善リパック等が考えられる。 

ア 補間波 

同一の送信所において、混信を起こしている特定のチャンネルについて、

別のチャンネルで、放送エリア内の混信が生じているエリアに対して別アン

テナで電波照射することにより混信を改善する手法である。混信エリアが点

在せずに集中して電波照射が可能な場合には有効な手法であるが、別チャン

ネルの確保や新たな補完波用の送信アンテナの取り付け等の条件を満足する

ことが必要である。 

イ 補間置局 

ある送信所の放送エリア内の混信が生じているエリアに対して、別の局所

から別のチャンネルで放送する、即ち、補完的に置局することにより混信を

改善する手法である。補間置局にあたっては、新たな置局スペース、全メデ

ィアについてそれぞれの別チャンネルの確保が必要となる。また、混信エリ

アの受信者は補完置局された送信所を受信するために、受信アンテナの方向

を変更する必要がある。従って、補完置局では全てのメディアについて補間

用のチャンネルを確保し、受信アンテナ方向を補間置局された送信所に向け

た視聴者が全メディア受信できるようにすることが望ましい。 

ウ ギャップフィラー 

補間置局のひとつとして、ごく小さな電力によるギャップフィラーの活用が

考えられる。ギャップフィラーは、他の中継局に混信を与えにくく、かつ、比

較的安価に置局できる。混信が生じているエリアが狭小で集中している場合に

有効な手法と考えられる。 

エ 受信改善リパック 

デジタル混信等を改善するためにデジタルチャンネルを変更するリパック

は、受信改善リパックと呼ばれる。２つの送信局間でデジタル混信を起こして

いる場合、いずれかの送信局のチャンネルをリパックすることにより混信の解

消が可能となる。当然ながら、リパックを行うために変更先のデジタルチャン

ネルの確保が必要であり、実際的にはアナログ放送が終了した後に、変更先チ

ャンネルを確定されることになる。また、チャンネル変更に伴う送信局の送信

機や送信アンテナ等の設備改修、受信者側でのチャンネル変更への対応も必要

となる。 

 

これら送信側の対策手法のいずれを採用するかについては、各手法の比較検討

を行った上で、混信の状況、規模等を勘案し最適なものを選択することが重要で

ある。あらゆる手法を講じても解消できない場合は、衛星を活用した補完措置、

いわゆるセーフティーネットによりデジタル混信を救済することも検討されてい

る。 
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２ ビル陰難視とその対策 

(1) ビル陰難視の定義と分類 

既に建設された建造物による直接波の遮へいにより、デジタル放送の受信に

必要な電波の強度(所要電界強度)が確保できない場合で、遮へい障害の直接的

な原因となる建造物が特定される場合、受信障害の発生を建造物遮へいによる

難視と定義する。 

さらに、建造物の建設前の時点で、建設が計画される建造物による直接波の

遮へいにより、デジタル放送の受信に必要な所要電界強度が確保できない可能

性が推定できる場合で、建設される建造物が遮へい障害の直接的原因になると

きは、建設後、受信障害が発生する可能性があるものとして建造物遮へいによ

る難視対策の対象とする。 

また、放送波の伝搬経路において、地形や建造物の複合的な要因により受信

障害が発生する都市難視、或いは、受信障害の主因となる建造物が特定できな

い場合については、所要電界強度が確保できない電界低下による受信障害又は

多重伝搬による受信信号品質劣化による受信障害等の発生が確認できるときに

おいて、建造物遮へい難視対策の技術を準用する対象とする。ただし、デジタ

ル混信の場合を除く。 

テレビジョンの受信に必要なサービスエリア内の所要電界強度（６０ｄＢμ

Ｖ／ｍ）ならびに受信障害の判定基準は、ビット誤り率（２×１０－４）とする。 

しかし、放送エリアの回線設計においては、予め伝搬経路中に発生する劣化

要因を想定し、受信限界の電界強度に劣化変動分(変動マージン)を考慮して、

所要電界強度を設定している。したがって、所要電界強度が確保できず、変動

マージンを超える電界低下が生じて受信障害が発生する場合と、受信に必要な

電界強度（５１ｄＢμＶ／ｍ）に足りていながらマルチパスなどにより受信信

号品質が変動マージンを超えて劣化して受信障害を発生する場合がある。いず

れもデジタル混信の場合を除いて難視対策の対象となりえる。 

難視の判定は受信電界強度及びビット誤り率で判定するが、実際の難視判定

は直接的な測定によるもので、受信電界強度、ＭＥＲ値、ＢＥＲ換算値、受信

機での視聴による劣化等から判定する。 

建設前の遮へいの影響の推定には、数値解析（計算機シミュレーション）の

利用が考えられる。 

数値解析による推定方法のひとつは、電磁界解析の理論モデルを用いた数値

解析による到達受信電界強度の推定手法で、上位局の信号の空間伝搬について

計算し、遮へいによる受信電界強度の低下や等価ＣＮ劣化量を求めて、受信限

界の電界強度や所要ＣＮ値から難視を判定する。 

他にもレイトレース法を用いた数値解析による複素遅延プロファイルの推定

結果から遮へいエリアの難視を推定する方法は、上位局の信号の三次元空間伝
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搬をレイトレース法で解析し、受信点での複素遅延プロファイルを求め、その

結果から受信信号品質の劣化を求め判定する。 

遮へい障害となる建造物がすでにある場合には、直接的な測定が難視発生の

判定に適しており、数値解析による推定は、その測定の範囲の予測に利用が期

待できる。 

また、遮へい障害の原因となりうる建造物が建設前であれば、数値解析によ

る推定が有効であり、その信頼性を高めるためには遮へいされるエリアの実測

値を用いて解析精度の向上を図ることが効果的である。 

デジタル放送の所要電界強度には9dBのマージンを含んでいる。このため、数

値解析の受信障害推定結果に対して、実際の視聴世帯での受信障害の認知の範

囲や障害発生戸数に差異が生ずることは十分ありえる。これらの結果は、推定

値より受信環境が良好となる場合の誤差要因であり、数値解析結果を最悪値の

予測として評価すれば問題は無い。 

 

(2) ビル陰難視の対策手法 

デジタル放送の特長は、OFDM方式によりマルチパスにも強い方式である。し

たがって、ある程度の多重伝搬による劣化には耐性があるが、限界を超えると

視聴不能に陥る。 

直接波の電界強度の低下による難視については、次の対策が考えられる。 

・ マルチパス経路などを考慮し、レベルの大きな反射波に受信アンテナ

の指向性を向けることで解決が期待できる。 

・ マルチパスによる帯域内の選択性のレベル低下の改善には、指向性ア

ンテナの利用などの効果が期待できる。 

・ 到来する電界自体が低下する場合、新たに電界強度を回復させること

が必要であり、ギャップフィラー中継局の利用が考えられる。特に建

造物の遮へいによる場合には、難視を発生させる区域が限定されるた

め、必要最小限の電力での中継による限定的な再送信が効果的である。 

・ いずれの方法も受信改善が期待できない場合は、ＣＡＴＶ視聴などの

利用が適当である。 

 

本報告書では、ビル陰難視に関して、デジタル放送の極微小電力局について送信

側の対策手法のひとつであるギャップフィラー中継局に適用するための検討を行う。 

 



３ デジタル混信対策用ギャップフィラーの技術的条件 

(1) ギャップフィラーによるデジタル混信対策の方法 

デジタル混信は前述のように、①混信波がＳＦＮ関係（同一番組でフレーム

同期タイミングが一致した放送波）にない同一チャンネルの混信の場合と ②

ＳＦＮ関係にあるが、混信波の遅延時間がガードインターバルを超えた混信を

受けている場合にＣＮ比劣化となって受信できなくなる。 

①②いずれの場合も、目的波と混信波のＤＵ比が凡そそのまま受信機におけ

るＣＮ比となる。②の場合の遅延時間によるＣＮ比劣化状況は、後述する逆バ

スタブ曲線で示される。300μs以上の遅延が有る場合は①とほぼ同じと考えて

よい。 

したがって、①による難視対策も②による難視対策も、後述する“不良電力”

による設計の考え方は同じでよい。 

デジタル混信によって実際に難視が生じている地域における受信状況の例

を図３．２に示す。この例では、遅延時間340μsの混信波が目的波とのＤＵ比

１５ｄＢとなり受信破綻を起こしているとします。図中の逆バスタブ曲線は、

ARIB‐ST-B14に規定された地上デジタル放送において望まれる受信機特性で

あり、これを超えた混信波が到来した場合は受信ができない限界とされている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３．２ ガード超え混信Ｄ／Ｕ＝15dBで破綻している例 
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図３．３ ギャップフィラー受信して改善した例 

 

このような状況の下では、図３．２に対し、図３．３のように、受信機入力

で目的波に比べて大きなレベルのギャップフィラー波を与えることによって、

すべての信号がバスタブ曲線以下になり正常受信が可能になる。 

このように受信機入力で、ギャップフィラー波を混信波より高くするために、

混信波とギャップフィラー波の偏波面を直交させることで、小電力のギャップ

フィラーで対応が可能となる。 

混信の状況を、ARIB-ST-B14では“不良電力”で評価する手法が説明されて

いる。これはガードインターバル超え逆バスタブ特性とＳＦＮ波混信の振幅の

ｄＢ差分の電力換算を“不良電力”と定義し、複数波の混信が有る場合はそれ

らの不良電力の電力和で取り扱う。ランダム雑音、ＤＤ混信波などについても

所要ＤＵ比との差分を電力換算して加算する。 

この加算結果を評価し、不良電力≧０dBでは破綻し、不良電力＜０dBでは正

常受信できるものとされている。ちなみに図３．２は不良電力＋６．０ｄＢ、

図３．３は－２．０ｄＢである。 

 

(2) 実験の概要および結果 

ア 室内実験 

フィールド実験に先立ち、室内実験で受信機の性能と不良電力について

確認した。 

受信機の混信による破綻限界は、図３．４のようにARIB-ST-B14が制定さ

れた後に発売された受信機3機種、およびその前に発売された1機種につい

て測定したが、制定後に発売された受信機はARIB規定を十分満足している

ことを確認した。 
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図３．４ 受信機のバスタブ特性 

これにより、受信機の混信波による破綻は、ARIB特性内の混信に対して

は破綻しないことが確認された。 

次に不良電力の加算が成り立つ状況を確認した。 

図３．５は複数の混信波を与えた場合の破綻限界を測定したものである

が、ＣＮ比＝∞の場合に比べて、ＣＮ比＝23dBを与えた場合は破綻限界が

約3dB程度低くなり、ノイズとの加算が成り立っている。また、ＣＮ比＝２

３ｄＢと遅延時間20μsの－６ｄＢの混信信号を加えて限界を測定しても

加算原則が成り立つことが判明した。このことにより、不良電力０ｄＢは

破綻限界ＣＮ比＝２０．１ｄＢ（符号化率３/４）とほぼ等価と考えても大

きな違いはないといえる。すなわち不良電力の総和が－１０ｄＢというこ

とは等価Ｃ／Ｎ＝３０ｄＢ相当である。 

図３．３の場合は不良電力＝２．０ｄＢ、Ｃ／Ｎ換算２２．１ｄＢであ

り、受信可能である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３．５ 不良電力の加算特性 
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なお、室内実験は、受信機で行ったため、破綻限界をＢＥＲで測定できな

い。このため映像にブロックノイズが2分程度確認できないレベルを限界とし

た。この測定方法ではＢＥＲ＝２×１０－４（符号化率３／４）の理論限界よ

り２dB程度よくなっている（表３．１）。 

 
 所要ＣＮ比 所要ＤＤ比 

受信機Ａ 18.0dB 17.8dB 

受信機Ｂ 18.1dB 17.7dB 

受信機Ｃ 17.4dB 17.4dB 

 

 

 

 

 

表３．１ 目視による受信機の破綻限界 

 

イ フィールド実験 

 フィールド実験は実際にＳＦＮ混信が発生している地域を選定して実施

した。 

実験実施場所：静岡県賀茂郡西伊豆町宇久須 仁科牧場の家付近 

 

このフィールドは表３．２のように、主波は静岡局で、混信波が遅延時

間３４０μsでＤＵ比が１４ｄＢで破綻している状況である。ただし、電界

強度が高いことから、ギャップフィラーでサービスできる範囲が狭くなる

（後述）。 

 

 

 

 

局名 ｃｈ 電界強度（計算値） 電界強度（実測値） 遅延時間 方角 

静岡教育 １３ 78.7dBμV/m 84.4dBμV/m 0 TN290.6°

浜松教育 １３ 70.1dBμV/m 70.7dBμV/m ＋341.46μs TN261.2°

表３．２ 実験フィールドの電波環境 

 

８４ｄＢμV/ｍの主波電界強度が有る環境で、偏波面効果を利用して抑制

し、ギャップフィラーで対策する場合の破綻限界距離の計算結果を図３．６

に示す。 
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実験における直接受信とGFレベルとのD/Uと距離
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図３．６ 実験フィールドの限界距離（計算値） 

浜松局は静岡主波に対し、ＤＵ比１４ｄＢで混信しており不良電力が＋７

ｄＢである。これに不良電力－１０ｄＢ（等価Ｃ／Ｎ３０ｄＢ相当）のギ

ャップフィラーで対策する場合、主波とギャップフィラー波とのＤＵ比が

8dBになるところが限界となる。図３．６からＤＵ比８ｄＢの限界距離は約

２４０ｍとなる。 

これらの計算結果は、フィールド実験の結果と良く整合しており、ＤＤ混

信、ＳＦＮ混信の難視対策として、ギャップフィラー局が十分利用可能で

あることが確認された。 

 

ウ 技術的条件 

実験結果ほかの検討から、デジタル混信用ギャップフィラーの技術的条件

をまとめると以下のとおり。 

・ 技術基準（基準値） 

地上デジタル放送の「極微小電力局」は最近の平成１９年５月に技術

基準が制定されたものであり、個別の技術基準について、特段、変更を

要する項目はないことから、デジタル混信対策用として極微小電力局の

技術基準を用いることが適当である。 

・ 送信出力 

１０ｍＷまたは５０ｍＷの極微小電力局で、狭小なエリアであれば対

応可能である（サービスエリアの項参照）。混信した上位局の潜在電

界が極端に高いなどで十分なエリアが確保できない場合は、地上デジ

タル中継局の技術基準を用いたより大きな出力のギャップフィラーの

置局も可能であるが、その場合は、二次的な障害の可能性（後述）に
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ついて、十分な検討が必要である。 

・ 送信チャンネル 

送信チャンネルは原則親局と同一チャンネルのＳＦＮとする。 

・ 送信チャンネル数 

上位局のチャンネルで混信のないチャンネルが有っても、ギャップフ

ィラーは混信のないチャンネルを含めて全波送信する必要がある。こ

れはギャップフィラーと上位局を偏波面で識別して受信するため、全

波送信しないと受信者のアンテナが複雑になる。 

・ 偏波面 

上位局と直交偏波とする。受信者のアンテナで上位局の信号レベルを

抑えて、ギャップフィラーのエリアを効率的に確保するためと、後述す

る与干渉による障害の対策を偏波面と指向性効果にゆだねる必要があ

るため、直交偏波とする。 

上位局と混信波の偏波面が異なる場合も上位局と直交偏波とする。こ

の場合は混信波との間で偏波面効果が見込めないが、ギャップフィラー

の送信方向を受信アンテナの指向性を利用できるように、混信波到来方

向と逆方向から発射すれば、１５ｄＢ以上の識別が可能である。 

 



- 25 - 

４ ビル陰対策用ギャップフィラーの技術的条件 

(1) ビル陰難視対策用ギャップフィラーの技術基準 

空中線電力については、対象となる遮へいエリアの規模にもよることから、

一概に空中線電力を制限することは適当でない。しかしながら、本検討では、

ギャップフィラーが既存の放送エリア内で比較的小規模の遮へいエリアをカバ

ーすることを想定し、デジタル中継局で極微小電力局に相当する５０ｍＷ以下

の中継局を対象とする。 

ギャップフィラーの周波数の許容偏差については、デジタル放送局の現行規

定に従うことが適当と考えられる。即ち、ギャップフィラーがSFN運用を前提と

しているのであれば、SFNネットワークの放送局間で相対的な周波数偏差が１０

Hz以内とする【参考資料５参照】。 

ギャップフィラーの空中線電力の許容偏差については、上位局とギャップフ

ィラーの電波の偏波が異なっているという条件下において、デジタル放送局の

極微小電力局の現行規定に従うことが適当と考えられる。 

ギャップフィラーのエリア端付近において、上位局の電波とギャップフィラ

ーの電波との受信電界強度がほぼ同じであると仮定しても、両局の偏波が異な

っていれば、受信アンテナの交差偏波識別特性（偏波面効果）を利用すること

ができるため、上位局が受信可能なエリアとギャップフィラーが受信可能なエ

リアはかなりオーバーラップするものと推定される。即ち、ギャップフィラー

のエリア端付近においては、受信アンテナの偏波を合わせれば、上位局および

ギャップフィラーのいずれもが受かるエリアがある。 

ギャップフィラーの空中線電力の偏差が仮に極微小電力局の±５０％（－３

ｄＢ～＋１．７ｄＢ）だとしても、エリア的に大きな影響を受けるとは考えに

くい。非常に稀なケースとしてギャップフィラーの空中線電力の変動が受信に

影響するような受信点については、受信アンテナの偏波を変えて受信局を変更

することにより、十分な受信マージンを得ることができるよう調整し受信の安

定化を図ることが必要と考えられる。 

従って、５０ｍＷ以下の極微小電力の中継局においては、上位局とギャップ

フィラーの電波の偏波が異なっているという条件下において、±５０％の許容

偏差が認められることが適当と考える【参考資料５参照】。 

スペクトルマスクは、デジタル放送局の帯域外輻射を規定するものであるこ

とから、ギャップフィラーのスペクトルマスクについても、従来のデジタル中

継局の規定と特に区別する必要はないものと考えられる。従って、ギャップフ

ィラーにおいても、現行規定どおり、空中線電力が２．５W、０．２５W、０．

０２５Wの場合のマスクと、それらの間を補完したマスク特性で規定することが

適当と考えられる。 

対象のエリア内でデジタル放送とアナログ放送とが隣接関係にない場合でギ
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ャップフィラーの電力を５０ｍＷとすると、適用されるマスクは平均電力から

の帯域外輻射を３３ｄB下げたものとなる。同じく電力が２５ｍW以下の場合に

は、３０ｄBマスクが適用されることになる【参考資料５参照】。 

ギャップフィラーの空中線の偏波については、上位局と直交する電波の偏波

で送信することが望ましいと考えられる。 

ギャップフィラーのエリア端付近において、上位局の電波とギャップフィラ

ーの電波との受信電界強度がほぼ同じであると仮定しても、両局の偏波が異な

っていれば、受信アンテナの交差偏波識別特性（偏波面効果）を利用すること

で、D/Uの改善が期待できる。上位局が受信可能なエリアとギャップフィラーが

受信可能なエリアはかなりオーバーラップするものと推定され、ギャップフィ

ラーのエリア端付近においては、受信アンテナの偏波を合わせれば、上位局お

よびギャップフィラーのいずれかが受信可能となる。 

 

以上より、建造物遮へいに適用するギャップフィラーの技術基準として、平成１

９年５月に技術基準が制定された「極微小電力局」の技術基準を用いることが適

当である。 

また、新たに考慮すべき項目としては、偏波、遅延調整、再送信信号の品質な

どがある。 

 

技術的条件の項

目 

技術的条件 備考 

周波数許容偏差 ±10Hz以内 SFNの中継局間の相対的な周波数

偏差 

定格空中線電力 最大50mW以下  

空中線電力許容

差 

±50％以内  

スペクトルマス

ク 

30dBマスクに対応 

40dBマスクに対応 

隣接chにアナログ放送がない場合 

隣接chにアナログ放送がある場合 

表３．３ ギャップフィラー中継局の技術基準 

 

その他の条件 技術的条件の補足 備考 

偏波 直交する偏波 上位局と直交する偏波を使用

遅延調整 1μs以上、 

ガードインターバル以

下 

実質的に6～7μs以上、ガード

インターバル以下 

信号品質 ○○dB以上  

表３．４ ギャップフィラー中継局の技術基準以外に考慮すべき項目 
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(2) ギャップフィラーの技術基準以外に考慮すべき項目 

ギャップフィラーの遅延調整は、上位局の電波を受信して、再度送信するこ

とになるが、再送信までの遅延時間は、ガードインターバル以内に抑え、フラ

ットフェージングを発生させないように考慮した遅延時間とすることが望まし

い。回り込みキャンセラーなどを入れた場合でも、発生する遅延時間は、20～

30μsec と、ガードインターバル以内となるが、受信した電波に反射波を含ん

でいる可能性があることを考慮するとできるだけ余裕のある状態でマスク内に

収めることが望ましい【参考資料６参照】。 

ギャップフィラーの信号品質は、空中線電力、周波数許容偏差、空中線電力

許容偏差、スペクトルマスク以外にも、信号品質（誤り率やＣＮ比）が所要値

を満足することが重要となる。 

ギャップフィラーの信号品質については、受信方法や、アンテナ設置方法が

大きく影響するため、複数の対象チャンネルの信号品質を最良にできるような

工夫をすることが望ましい。 

信号品質を最良にするための主な工夫例 

① 必要最小限の出力と効率的な再送信 

・ 対象チャンネルのみを効率的に再送信することで増幅器などの信号品質の

劣化を抑える。 

・ 通常は、対象チャンネルが複数あり、受信信号レベルにもバラツキがある

ため、再送信出力時には対象チャンネルの信号品質が同等になるように揃

えて出力する････MCPA 時にも AGC 機能が重要となる 

② SFN 波(マルチパス波を含む)の D/U の低減 

・ ギャップフィラーの空中線の偏波を、上位局と異なる電波の偏波で送信。 

・ ギャップフィラーの受信チャンネルのＣＮ比最大とするアンテナ方向調整 

・ ギャップフィラーの送受アンテナの分離化 

③ 再送信信号の回り込み抑圧やＣＮ改善 

・ ギャップフィラーの送受アンテナの分離化 

（以下コストインパクト要検討） 

・ 回り込み抑圧・・・回り込みキャンセラーの導入 

・ ＣＮ改善・・・ＣＮリセット装置などの導入検討（ただし、ガードインタ

ーバル以上の遅延が発生するため、対象エリアが電波遮へい空間である必

要がある） 

④ 多方向受信による受信改善 

・ 対象とする上位局の送信点が異なる場合（県域、広域等）には、複数のア

ンテナで多方向受信する 

・ 多方向受信時には、双方のアンテナに飛び込む不要波を除去し、信号品質

の劣化を抑える･･･特定チャンネルを簡単に除去可能な「チャンネルイレー
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サー」のような機能の導入検討 

⑤ 遅延時間の最適化 

・ ガードインターバル以内になるような最適化 

・ フラットフェージングを発生させないように考慮した遅延時間設定 

 

 

 

 

 

 

 



第４章 難視対策用ギャップフィラーの設置に関する条件 

１ ギャップフィラー設置による二次的な障害発生について 

(1) ギャップフィラー（デジタル混信対策用） 

ア 二次的障害の発生のメカニズム 

二次的な障害の発生は、ギャップフィラーのエリア内およびエリア周辺の、

辛うじて受信できる環境で実際に受信している世帯がある場合に発生する。 

図４．１のように混信はあるが良好に受信できている受信機に、図４．２

のようにギャップフィラーの電波が加わった場合に受信不能になる。 

図４．１ 良視地域の遅延プロファイル（不良電力＝－６ｄＢ） 

図４．２ ギャップフィラーの電波が加わった状態（不良電力＝０ｄＢ） 
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水平偏波で上位局を受信しているところ（図４．１）に、垂直偏波のギャ

ップフィラーが送信され、ＤＵ比２ｄＢの混信があった場合の状況（図４．

２）を示す。逆にギャップフィラーの電波がこれより強く加わった場合はＤ

Ｕ比－２ｄＢでまた受信可能になる。また、既設受信者の受信品位が不良電

力＝－３ｄＢで受信している場合はＤＵ比４ｄＢで受信不能になる。 
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しかし、電波伝搬は場所によって一定ではなく位置によって変わる。その

場所率分散を６ｄＢと仮定すれば、計算上のＤＵ比±４ｄＢの範囲の１０％

以下の世帯に影響が出るものと推測される。実際の受信機はＡＲＩＢ規格の



ＳＦＮ破綻限界バスタブ曲線よりも、ガードインターバル内の混信には強固

になっているので、破綻する受信者の発生率は更に少なくなると考えられる。 

以上のギャップフィラー送信の平面位置状況を模式的に表すと図４．３の

ようになる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図４．３ 二次的障害発生の模式図 

 

図４．３では上位局の電界強度が６０ｄＢμＶ／ｍと仮定して、ギャップ

フィラーのＥＲＰ５０ｍＷの場合の例とした模式図で、混信による難視地域

の周辺では受信者が存在する可能性があり、ギャップフィラーの電波が受信

アンテナの偏波指向性効果により（ここでは１５dB 低下）、ＤＵ比が０ｄ

Ｂ付近となる図の赤い斜線の領域に２次的障害の発生が懸念される。これよ

り外れた場所はギャップフィラーか上位局のどちらかの電界強度が高くな

り影響の無い場合や、自動的に受信機がギャップフィラー受信に切り替わる

ので障害とはならない。実際には電界強度も偏波面効果もアンテナや場所に

よって異なる（電界強度の場所率分散もあれば、周囲の環境によって電界強

度がばらつく）ため、あくまでも目安として表示したものである。難視地域

の中でも一律難視ではなく、辛うじて受信できる場所もあると考えられるの

で、難視地域内で受信している世帯があれば個別にＤＵ比を推定し、必要な

ら対策を講じるのは言うまでも無い。 

ギャップフィラーの電界強度は、１０ｍＷ局（ＥＲＰ５０ｍＷ）の場合、
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送信アンテナ方向１００ｍで８５dBμV/m、５００ｍで７０dBμV/ｍ弱（自

由空間損失の場合）であるから、おおよそ２００ｍ程度以内の地域で発生が

懸念される。ただし、前記したように計算値ＤＵ比±４ｄＢの範囲の難視障

害発生率は１０％以下と考えられるが、あらかじめ対策を講じるが賢明であ

る。 

対策方法は、受信者のアンテナを垂直偏波に変更し、方向をギャップフィ

ラー局に向けることで完全に対策できる。ただこの作業はギャップフィラー

の電波が発射された後でなければならない。したがって、ギャップフィラー

送信後速やかに作業を行わなければならない。 

また、ギャップフィラーのエリア内の受信者に対しては、現在受信できて

いても、安定に受信するにはアンテナの偏波面や、方向をギャップフィラー

に向けるよう要請することが適当である。 

 

イ 二次的障害の防止策 

(ア) 送信側 

 一部のチャンネルが常時混信を受けている地区でも混信の無いチャ

ンネルは視聴されており、正常受信している受信者への影響を最小限と

する対策が必要となる。 

混信チャンネルのみギャップフィラー局で送信すると受信者は上位

局とギャップフィラー局を別アンテナで受信し、フィルター合成する必

要があり受信アンテナ系が複雑になることから、ギャップフィラー局は

そのエリアで放送されている全メディア分を再送信するものとして検

討する。一般的に、一定以上の電界強度があれば、SFN波の干渉による

C/N劣化マージンが確保できるが、弱電界地区ではC/N劣化マージンが少

なく破綻する可能性があることに考慮し以下の対応を行う。 

 

①正常受信できているチャンネルへの影響を最小限とし、混信チャンネ

ルを救済できる電界分布となる送信諸元とすること。 

②送信アンテナの指向性を工夫することで、不要な方向への電波を抑制

すること。 

③必要なエリアカバーが確保した上で、できるだけ低い位置から送信す

ることで、伝搬距離を抑えるなど電波の飛び出しを抑制すること。 

④送信の偏波面を上位局と変えることで上位局を受信しているアンテ

ナへの影響を軽減すること。ただし、妨害波が上位局の偏波面と直交

している場合は、妨害波と直交した偏波面でギャップフィラーを送信

すれば効率的に混信対策できるが、上位局と同一偏波面となることか

ら二次的混信障害についても十分に検討すること。 
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⑤ギャップフィラー局の受信点で上位局以外の SFN 波（マルチパスも含

む。）が混在する場合は、狭指向性アンテナ等を利用し信号品質の向

上を行うこと。 

⑥障害が発生しない程度の弱い試験電波を使って不要なエリアに飛び

出しが無いか確認し、必要があれば送信諸元の見直しを行う（SFN 環

境で測定できる測定器が必要）。 

(イ) 受信者側 

ギャップフィラー置局の対象地区は、受信者側が高性能アンテナ等に

よる受信努力を行っても混信を回避できない地区と想定されることか

ら、受信者側の事前の対策には限界がある。 

 

ウ 二次的障害が発生した場合の対応策 

(ア) 送信側 

検討段階で二次的障害の発生を最小化するよう送信諸元を検討した

としても実際に電波を発射してみないと障害の有無について判断でき

ない場合がある。想定以上に二次障害が発生する場合には以下の対策を

検討する。 

①試験電波を発射した段階で障害が発生した場合には、障害発生が想定

される地区であるか否かを評価し、受信対策範囲の妥当性を検討する。 

②混信妨害エリアをギャップフィラーでカバーしつつ送信諸元の見直

しで二次障害を低減できるか検討する。 

(イ) 受信者側 

二次的障害が発生しても上位局受信からギャップフィラー局に受診局

を変更することで正常受信が可能であることから、ギャップフィラー局

の運用開始日に合わせ変更工事に協力する。 

 

 
【次の旨を追記する予定】 

 都市部でギャップフィラーを使用すれば、二次的な障害が発生するおそれ

があるが、上記の対応策をギャップフィラーの設置者等が責任を持って用い

れば、デジタル混信対策用としてギャップフィラーを使用することは十分に

可能である。 

 なお、これらの対策はギャップフィラーの技術基準には馴染まないため、

無線局の免許及び運用時の規律として、免許人に必要な対策を行ってもらう

ことで解決できるのではないかと考えられる。 

 



(2) ギャップフィラー(ビル陰難視用) 

ア 二次的障害の発生メカニズム 

二次的障害とは、図４．４のような建造物による受信障害に対して、図４．

５のようにギャップフィラーを設置した場合、上位局を直接受信で視聴して

いたところに、ギャップフィラーの再送信の信号が混入したことが原因で、

受信信号品質の低下を招いて受信障害が発生している状況をいう。 

受信信号の電力や品質は、放送チャンネルごとにも異なるほか、近隣のア

ンテナであっても障害の発生は個々の状況によって異なる。このため、二次

的受信障害は、実際に発生するまで確認できない場合がほとんどと考えられ

る。 

受信障害の発生は、受信品質限界のBER 2×10-4より劣化すると発生する。

その受信信号の品質は、受信電界強度、ＣＮ比、マルチパス等の遅延波によ

る劣化、ハイトパターン特性、受信機マージン、フェージング変動状況、ア

ンテナの受信性能や設置状況等の総合的な影響によるものとなる。 

そして、二次的障害は、これにギャップフィラーからの干渉が加わること

により発生し、マルチパス障害成分、ＣＮ劣化成分として影響する。 

遮へい障害

高層建造物、橋、高架橋等による直接波の遮へいにより、受信電界強度の低下を生ずる場
合がある。他の反射経路も確保できない場合、難視が発生する。

 

図４．４ 建造物障害による受信障害の発生 
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与干渉の影響
（別の場所にギャップフィラーとの
干渉劣化が発生する可能性は残る）

遮へい障害の改善

ギャップフィラーによる再送信

受信障害エリアに向けて、放送波を再送信し、受信環境を確保する。
良好な受信世帯にも信号が到達するので、干渉となって悪影響を及ぼす可能性もある。

与干渉の影響
（別の場所にギャップフィラーとの
干渉劣化が発生する可能性は残る）

遮へい障害の改善

ギャップフィラーによる再送信

受信障害エリアに向けて、放送波を再送信し、受信環境を確保する。
良好な受信世帯にも信号が到達するので、干渉となって悪影響を及ぼす可能性もある。  

図４．５ ギャップフィラーによる改善と二次的障害の発生 

 

つまり、二次的障害を発生させるギャップフィラーの送信信号は、難視エ

リア及び与干渉エリアにおいて、「到来波とFFTウィンドウの関係」の図４．

６中の「GI超マスク特性」と記した富士山型の曲線のＧＩ内の遅延時間に到

達すると考えられる。 

そして、二次的障害の発生は、所要ＣＮ比に対する等価雑音の対比で評価

でき、図４．６中のＧＩ内の希望波に対して、それ以外の到来波を雑音に換

算した総量である等価雑音において（所要ＣＮ比）－1 に対して等価雑音が上

回ると受信不能となる。 

ＧＩ超えについては、受信機が許容できる遅延波の最大値を示すものであ

り、このマスクよりレベルの大きい遅延波が存在する場合は受信不能となる。 

受信機は、各遅延波がこのマスクを超えることがないようにFFTウィンドウ

を適切に設定することになるが、マスク値に近い大きさの遅延波が複数存在

する場合には、個々の遅延波がマスク内に収まったとしても受信可能になる

とは限らない。特に、ギャップフィラーが受信した電波に反射波を含んでい

る可能性があることを考慮する必要がある。 
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図４．６ 到来波とFFTウィンドウの関係

  
126us  

Tm

GI超波GI内波GI超波 

主波

GI超マスク特性 

t=-Tm  

遅延時間 

不良電力 

t=0 t=126-Tm 

 

 

イ 二次的障害が起こる発生パターン 

二次的障害は、受信条件の限界（受信品質限界）を超えるために発生する

ことから、発生した場合、全くマージンを残していないばかりか、逆に受信

機などが性能向上で稼いでいた受信機マージンも食いつぶしている場合も考

えられる。 

受信障害の認知は、受信環境の差によって様々な状況が考えられる。次の

障害の状況はいずれもギャップフィラーの送信後に発生している二次的障害

を対象とする。 

・ 全チャンネルが受信不能 

・ 一部のチャンネルが受信不能 

・ 時間帯によって受信不能となるチャンネルがある 

・ 時々受信不能になるチャンネルがある 

いずれの場合も現在の受信利得（電界強度、受信ＣＮ（雑音成分）、マル

チパス劣化量、受信機マージン、アンテナ利得）に対してギャップフィラー

の干渉量（到達電界、偏波面効果、入射角に対するアンテナ利得）の影響量

（劣化量）が現時点の受信利得を上回って受信障害に陥るものである。 

ウ 二次的障害の防止策 

ギャップフィラーが原因となる二次的障害の防止策としては、送信側の対

策、受信側の対策が考えられる。 

・ 受信障害エリアの推定（送信側） 

・ 必要最小限の送信電力、アンテナの工夫などによる効率的なエリア設計（送

信側） 

・ ギャップフィラーの送信信号品質の確保（送信側） 
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・ 偏波面効果を利用した受信側の選択性の活用（受信側） 

また、都市難視、地形難視などは、中継エリアの設計や与干渉エリアの推

定が容易ではないことから、次に示すような二次的障害の抑制に活用できる

技術を導入することも必要である。 

・ 放送チャンネルに割り当てる前のチャンネルでの事前のエリア形成確認

（フィールド検証）【参考資料７参照】 

・ 上位局とギャップフィラーとの周波数差を利用したプロファイル分離測定

による分析（受信点で測定し分析）【参考資料８参照】 

・ 上位局の伝搬特性を考慮したギャップフィラーのチャンネル電力配分（受

信エリアの測定結果から送信側で設定）【参考資料９参照】 

エ 二次的障害が発生した場合の対応策 

・ 地域住民への事前周知、相談窓口の設置 

・ 受信アンテナ特性、受信アンテナの設置条件の改善 

・ ギャップフィラーへの受信の切替（方向、偏波面調整） 

・ 上位局とギャップフィラーとの周波数差を利用したプロファイル分離測定

による原因分析と対策の実施 

・ 改善不能の場合は、ＣＡＴＶや共聴配信を利用 

 

二次的障害は、放送サービスエリア内で再送信を行う場合、必ず考慮しなけ

ればならない。そのため、二次的障害が最小限になるように回線設計やエリア

設計を行うことは重要である。 

しかし、二次的障害が生じた場合は、受信環境を調査し、受信特性を改善す

る方法、ギャップフィラーの受信に切り替える方法、他の視聴方法への切替等

の手順で対応するものとする。 

放送波中継は、中継信号を送信しなければ影響が確認できないため、場合に

よっては、事前に放送チャンネルに割り当てる前のチャンネルを用いて伝搬特

性の確認などを行うことが効果的である。 

また、上位局とギャップフィラーとの周波数差を利用したプロファイル分離

測定による原因分析と対策の検討は、開局時ばかりではなく、いつでも受信品

質分析を実施できるので、メンテナンスや環境変化時の対応策として期待でき

る。 

 

(3) 受信相談等の対応 

一般的に受信者は受信不能となっても、その原因が何であるかは分からない。

混信やアンテナ系の脆弱性および立地条件など複数の要因が複合して発生す

ると考えられ、ギャップフィラーの置局に向け受信者自身が予め対応すること

は困難と思われる。正常受信しているチャンネルも含め再送信する場合には、
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ギャップフィラーから電波を発射した瞬間、正常受信している世帯に影響を与

える可能性がある。電波発射に合わせアンテナの方向調整や偏波面変更を速や

かに行う必要がある。 

ギャップフィラーの必要性や二次的障害の可能性になどについて当該世帯

に対しポスティング等の手段で告知すると共に、受信者からの相談窓口を設け

るなどで十分に理解を求める必要がある。そのためにも自治体や電機商業組合

の協力が必須といえる。 

一方、ギャップフィラーの置局条件から予め混信が想定される場合には、当

該放送事業者やその他関係団体から電機商業組合などを通じて情報提供が行

われ、当該地区に対する受信指導で狭指向性アンテナ等の採用により障害発生

が回避されることが望まれる。また、想定される障害エリア内に共聴受信ケー

ブル等がある場合は、ケーブル受信加入で障害発生対象世帯の削減が望まれる。 

 

 



２ サービスエリアの考え方（デジタル混信対策用） 

(1) サービスエリアの設定 

サービスエリアの設定は、一般に電界強度が６０ｄＢμＶ／ｍで規定され、

フェージングなどの影響が少ない場合は５１ｄＢμＶ／ｍの電界強度で受信

可能とされている。 

同一チャンネル混信、ＳＦＮ混信で難視になっているエリアをＳＦＮ送信で

対策する場合のサービスエリアは、エリア内における上位局の潜在電界と再

送信するギャップフィラーとのＤＵ比や、潜在電界の混信の程度に影響され

るため、良視可能な電界強度はこれらが複雑に絡んだ値となる。 

ギャップフィラーに含まれる不良電力＝－１０ｄＢ（送信信号品質等価ＣＮ

比３０ｄＢ相当）のとき、受信入力で必要なギャップフィラーと上位局潜在

電界とのＤＵ比の関係は、不良電力の電力和から図４．７のようになる。 

受信入力の受信限界時DU比
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図４．７ 受信機入力に必要な受信限界のＤＵ比 

 

上位局潜在電界は受信アンテナが直交しているため（ギャップフィラーは直

交偏波）、受信機入力では偏波面効果（Ｐｅ）ｄＢを減ずる。上位局の方向

が受信アンテナの正面方向から到来する場合、電波法関係審査基準で偏波面

効果１５ｄＢとされている。実際には到来方向が正面以外となっても指向性

効果が加算され、１５ｄＢ程度以上は確保できると考えてよい。 

また、図４．７は受信限界の受信機入力でのＤＵ比を示す値であるが、安

定に受信できる範囲として場所率分散を６ｄＢとして限界レベルに加算した

電界強度をサービスエリアとすることが適当と考える。つまり、 

  ＥＧＦ＝ＥＢＣ―Ｐｅ＋ＤＵ＋６ （ｄＢ） 

ただし、ＥＧＦ：ギャップフィラーの電界強度（ｄＢμＶ／ｍ） 

ＥＢＣ：上位局の潜在電界（ｄＢμＶ／ｍ） 

Ｐｅ：受信アンテナの偏波面効果（ｄＢ） 
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ＤＵ：図４．７の受信限界における所要ＤＵ比（ｄＢ） 

以上を概念的に、どの程度のサービスエリアが得られるかを計算した結果

を図４．８に示す。計算条件として： 

   ギャップフィラー出力：１０ｍＷ 

   送信アンテナ利得：７ｄＢ 

   実効輻射電力（ＥＲＰ）：５０ｍＷ 

   ギャップフィラーの電界強度：自由空間損失に低地送信による損失

を仮に－６ｄＢ／Ｋｍとして加算 

図４．８ ＳＦＮ難視対策ギャップフィラーの到達距離の例 

 

図４．８の見方は、オレンジ色の点線はギャップフィラーからの距離対電

界強度である。まず、サービスエリア内の上位局潜在電界を縦軸から選び、

たとえば６０ｄＢμであれば紫の実線との交点をＸ軸に落とすと約１０００

ｍになる。つまり、上位局の混信による不良電力が＋５ｄＢ（紫色）である

場合は、サービスエリアフリンジが１ｋｍの地点となる。そのときのギャッ

プフィラーの電界強度は、オレンジ色の点線から５８ｄＢμＶ／ｍであるこ

とがわかる。 

これは条件を単純化しておよその目安を掲げたもので、実際には上位局の

ＣＮ比やギャップフィラーのＣＮ比、及び複雑なマルチパスがある場合はそ

れらも不良電力として加算しなければならない。具体的には個別の案件ごと

に精査が必要である。 
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通常の置局設計で使われる回線設計例を表４．１に示すので、これらを参
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考に検討する必要がある。ギャップフィラーの送信信号品質は不良電力－１

０ｄＢ以下（等価ＣＮ比換算３０ｄＢ以上）を確保すれば回線設計への影響

は少ないが、それより劣化が大きい場合は他の劣化要因マージンを減らすな

どで成立するかを検討することになる。 

（２）受信点における受信品質 
回線設計する上で、受信点の受信品質が重要である。前述したように送信

信号品質を、不良電力＜－１０ｄＢ（等価ＣＮ比３０ｄＢ以上）を推奨して

いるが、表４．１の回線設計例では送信波の等価ＣＮ比２７．８ｄＢで成立

している。ＳＦＮ難視対策ではこの回線設計以上にエリア内干渉妨害損失を

見込む必要があるため注意が必要である。 

受信点の選定では、不良電力＜－１０ｄＢ（等価ＣＮ比３０ｄＢ以上）を

確保する受信点を見つける必要があるが、これは受信波における混信による

干渉、上位局のＣＮ比、マルチパスをすべて含んだものを不良電力としてい

る。現在不良電力を測定する測定器は無く、遅延プロファイルから計算する

しかないが、早期の開発が待たれる。 

ＣＮ比の測定器で等価ＣＮ比を測定する場合は、そのＣＮ比が混信による

ＣＮ比劣化なのか、ほかの原因による劣化なのかが判定できないので、遅延

プロファイルによる不良電力の算定と合わせて評価することが求められる。 

また、送信信号品質劣化原因として、ＳＦＮ送受回り込みレベルが関係し

てくるが、システムの安定性もあわせて考慮し、そのＤＵ比は２０ｄＢ以上

確保することが望ましい。 



受信チャンネル（ch,IF,TS) 13
送信チャンネル ｃｈ 13

①上位局送信波のＣ／Ｎ dB 35.0
（真数） 3162.3

②同一ｃｈ混信（Ｄ→Ｄ） dB 35.0
（真数） 3.2E+03

③同一ｃｈ混信（Ａ→Ｄ） dB 45.0
（真数） 3.2E+04

④マルチパス劣化 dB 35.0
（真数） 3.2E+03

⑤ＳＦＮ回り込み劣化・隣接受信劣化 ｄＢ 60.0
（真数） 1.0E+06

⑥干渉等の劣化合計 31.8 ⑥=②+③+④+⑤
1.5E+03

⑦受信波のＣ／Ｎ 30.1 ⑦=①+⑥
1.0E+03

前段からの距離 km 17.3

受信電界 dBf 60.0

フェージング損失 dB -8.0 時間率99.9%カーブから
フェージング時の電界 dB 52.0
受信アンテナ 16RG×1
受信アンテナ利得 dBd 11 相対利得、入力インピーダンス７５Ω
補正値 dB 0 なし
λ／π dB -13.9
フィーダ損失 dB -2.0
終端補正値 dB -6.0
終端電圧 dBt 41.1
dBm換算値 dB -109.0 ７５Ω
⑧受信電力 dBm -67.9
ｋＴＢ dB -106.3 T=300°,B=5.6MHz
雑音指数 dB 4.0
⑨雑音電力 dBm -102.3
⑩ＨE単独のＣ／Ｎ dB 34.4 ⑩＝⑧－⑨
（真数） 2.8E+03

⑪局発の位相雑音 ｄＢ 50.0 Ｃ／Ｎ換算
（真数） 1.0E+05

⑫装置のＣ／Ｎ（ＩＭ） dB 35.0 IM-C/N補正（２ｄＢ）
（真値） 3.2E+03

⑬装置のＣ／Ｎ dB 31.6 ⑬＝⑩+⑪+⑫
（真数） 1.5E+03

⑭送信出力Ｃ／Ｎ dB 27.8 ⑭＝⑦＋⑬
（真数） 6.0E+02

【フェージング時のエリアフリンジ受信機出力Ｃ／Ｎ】
受信電界強度 dBf 51.0 固定値

エリアフリンジまでの距離 km 2.0

フェージング損失 dB -2.0 ITU-R P.370-7（99%値）

フェージング時の電界 dBf 49.0

受信アンテナ利得 dBd 10.0 20素子八木

λ／π dB -13.9
フィーダ損失 dB -1.0 固定値

終端補正値 dB -6.0 固定値

終端電圧 dBt 38.1

dBm換算値 dB -109.0 ７５Ω

⑮受信電力 dBm -70.9

ボルツマン定数：ｋ 1.38E-23 k

帯域幅：Ｂ Hz 5.6E+06 B(５．６ＭＨｚ）

都市雑音：７００ｋ k 700.0 Ｔａ

地上温度：３００ｋ k 300.0 Ｔｏ

トータル雑音指数 dB 3.3 ブースターあり
（真数）:NF 2 1 NF
フィーダ損失 dB 1.0 アンテナ～ブースター間
（真数）:L 1.3 L

⑯雑音電力 dBm -100.3 kB(Ta/L+To*NF)

⑰受信機単体のＣ／Ｎ dB 29.4 ⑰＝⑮－⑯
（真値） 878.8

⑱受信機出力のＣ／Ｎ dB 25.5 ⑱＝⑭＋⑰
3.6E+02

⑲マルチパス劣化 dB 27.0 置局技術委員会、D/U=10dB
5.0E+02

⑳干渉妨害 dB 31.0 置局技術委員会、D/U=30dB
1.3E+03

21受信機器劣化 dB 28.0 装置化劣化（１．２５ｄＢ）
6.E+02

22復調部入力Ｃ／Ｎ 21.4 22＝⑱＋⑲＋⑳＋21

備考

親
局
受
信
波
の
品
質

装
置
の
性
能

位相雑音

ＩＭ

ＮＦ

上位局の送信出力の等価Ｃ/Ｎ

装置Ｃ／Ｎ

エリア内の干渉妨害

受信雑音電力＋都市雑音電力

上位局受信波への干渉

受信電界

エリア内受信電界

受信波の等価Ｃ/Ｎ

送信出力の等価Ｃ／
Ｎ

表４．１ 中継局で検討される回線設計の例 
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３ 回り込み対策について 

【次の旨を追記する予定】 

 

●どのようなメカニズムで発信障害が起こるのか。 

 

●その対策手法として、例えば・・・・・が可能である。 

 

 

 

４ ギャップフィラーのシステムの発信防止機能、制御機能及び監視・管理の在り

方 

(1) 発振防止機能 

ＡＧＣにより過大な出力となることを抑圧し、かつ発振状態になった場合

は、出力を停止する。 

 

(2) 制御機能 

チャンネルごとにスケルチ機能を持たせ、残留信号はスペクトルマスクの

隣接波レベル以下に抑圧する。スケルチ設定値は標準入力レベルの－２０ｄ

Ｂ程度と浅くてよい。デジタル放送では所要ＣＮを満足しない信号を発射し

ても、受信機は受信不可となるため、早めに出力を停止することが望ましい。 

同様な理由から、ＡＧＣ範囲についても上記の理由から標準入力±２０ 

ｄＢで十分である。 

 

(3) 監視・管理 

基本的には、異常は受信者の申告で察知することとし、連絡先を周知して

おく。定期的な点検は義務付けない。 

また、選任無線従事者は第三者に委託できる。 

 

５ 経済的なギャップフィラー装置の実現 

ギャップフィラーの実施主体は地元の地方公共団体や共聴組合などとすること

で進められており、その対象世帯数は通常大変に少ないと考えられる。このよう

な状況を考慮すると、従来の中継局設備の考え方ではチャンネル当り１０～５０

ｍＷと、例え微小な送信出力であっても到底実現できる数字ではない。 

従って、如何に低廉な装置を実現できるか、その視点が十分でないと実用化が

順調に進まないと危惧するところから、経済的なギャップフィラーの実現につい

て検討した。 

 

(1) 低廉化の可能性の要因 
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ア ギャップフィラーはテレビ放送の受信・再送信装置であるから、同様な目

的の量産機器あるいは民生用機器（生産工程・検査工程を含む。）との共通

化による低廉化が考えられる。例えば、ＣＡＴＶ、共聴施設用のテレビ受信、

再送信機器などである。 

イ 送信アンテナ等の送信システムとしては携帯電話のギャップフィラーやア

マチュア無線の送信システムの利用や技術の共通化がある。 

ウ 従って、ギャップフィラーのガイドライン等においては、電波の質に関す

る最低限の取り決めに留め、装置内部の処理技術に関する事項については規

定せず、安価な周辺技術を有効に生かせるよう考慮するのが適当である。 

 

(2) 具体的な要因 

ア 受信系インピーダンス 

・装置の受信系、装置内部の処理は７５Ω系の方がコスト安となる可能性が

高いと考えられる。 

・ＣＡＴＶ、共同受信施設用の従来商品（ＯＦＤＭ―ＨＡ）は入出力７５Ω

系であり、ギャップフィラーはそれらとの共通部分が多く、生産工程や検

査工程でも共通化が可能と考えられる。 

・通常受信アンテナメーカーの扱う機器では、特性インピーダンス５０Ωの

コネクタの使用量は極めて少ないと考えられ、大量に使用される７５ΩＦ

型コネクタと比較すると高価であると推測される。また、５０Ωのコネク

タの場合は、部品管理など余計な間接コストもかかると推定される。 

・受信環境によっては、入力側にプリアンプ、分配器、フィルターなどを使

用する場合も考えられる。また、ＤＤ同一混信障害が発生する場合には、

スタックアンテナ＋位相調整器による受信改善を図る必要性も考えられ

る。これらの機器は入出力７５Ωである。 

・受信用アンテナとして、通常のビル共同受信用アンテナ（７５Ω）の量産

品を使用する事も可能。 

・既設の５０Ω系受信アンテナの使用が合理的な場合は、インピーダンス変

換パッドを使用することで対応可能である。 

イ 送信系インピーダンス 

・送信アンテナ系の周辺技術は５０Ω系が主であり、特に入力７５Ω系との

統一は技術的に必須ではなく、電力増幅部の出力は５０Ω系でよいと考え

る。７５Ω系とした場合でもインピーダンス変換パッドを使用することで

相互に対応可能である。 

 

装置インピーダンスについては、以上のように考えられることから、基本的

には、受信アンテナ系、装置入力、内部処理は７５Ω系、電力増幅部出力、送
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信アンテナ系は５０Ω系とすることが、より低廉な装置を市場に出すのに適当

と考えられる。 

 

ウ 送信アンテナ工事 

 工事の簡易化は低廉化の大きな要因であり、既設の構築物を最大限利用す

ることが有効である。特に送信アンテナ柱を地上から新たに設置する工事は 

土地確保の交渉等も含め、現地工事の期間も数日を要し、費用の増大要因と

なる。 

送信アンテナ取り付けは、公共施設の既設の構築物への取り付けや、電柱

などの既設マストの利用などが低廉化に有効である。 
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第５章 ギャップフィラーの適用地域のモデル化 

 

情報通信審議会の答申（「地上デジタル放送の利活用の在り方と普及に向けて行

政の果たすべき役割」＜平成１６年諮問第８号 第４次中間答申＞）において、「国

においては、無線共聴施設としてのギャップフィラ－の活用可能性について、各地

域における具体的な設置検討に資するため、これまで国が行ってきた実証実験の結

果も踏まえつつ、ギャップフィラーの適用地域のモデル化や無線共聴施設の置局イ

メージを本年中に明らかにすべきである」とされているところである。 

地上デジタル放送におけるギャップフィラーは、山間辺地や地下街等の難視対策

用、本報告書において検討を行ったデジタル混信対策用やビル等の陰の難視対策用

といった種々の用途が想定されるものである。また、ギャップフィラーの設置方法

も、設置場所や受信点の確保の方法等により多様なものになると考えられる。 

よって、本章では、地上デジタル放送におけるギャップフィラーについて、適用

することができる地域やその設置方法について代表的に想定されるものをモデルと

して示すこととする。なお、これらのモデルはあくまでも代表的なモデルであり、

本来、設置方法は設置者の創意工夫や経済的な条件等に基づいて多様であることか

ら、モデルに当てはまらない設置方法も十分にあり得ることに留意する必要がある。 

 

１ ギャップフィラーを設置することができる者 

(1) 地上デジタルテレビジョン放送の放送事業者 

(2) 放送事業者以外の者（市町村、共聴組合、ビルオーナー等が地上デジタルテ

レビジョン放送に関する受信障害対策中継放送としてギャップフィラーを設

置する場合） 

 

２ ギャップフィラーを適用することができる地域や用途【図５．１～５．５参照】 

(1) 山間地等自然的要因により受信障害が発生している地域 

(2) 地下街等の電波が遮へいされることにより受信障害が発生している空間 

①地下街 

②地下駐車場 

(3) 丘陵や窪地等の自然的要因により受信障害が発生している地域 

①丘陵により受信障害が発生している地域 

②窪地や川沿いで受信障害が発生している地域 

(4) 建造物等人為的要因により受信障害が発生している地域 

①単体のビルや橋梁等により受信障害が発生している地域 

②複数の建造物による複合的な都市減衰により受信障害が発生している地域 

(5) デジタル混信により受信障害が発生している地域 

①同一チャンネル混信により受信障害が発生している地域 
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②ＳＦＮ混信により受信障害が発生している地域 

 

３ ギャップフィラーを設置する場合の形態モデル（代表例） 

【図５．６～５．１２参照】 

(1) システム全体を一の者が設置するパターン（受信点は非分離構成） 

(2) システム全体を一の者が設置するパターン（受信点は分離構成） 

(3) システム全体を一の者が設置するパターン（多段接続する構成） 

(4) 受信点は別の者が設置するパターン（ケーブルテレビの伝送網活用型） 

(5) 受信点は別の者が設置するパターン（地域公共ネットワークや公共施設管理

用の光ファイバ活用型） 

(6) 受信点は別の者が設置するパターン（ＦＷＡ等の自営系の無線を用いて伝送

するもの） 

(7) 受信点は別の者が設置するパターン（電気通信事業者の伝送網活用型） 

 

 

※ （４）～（７）については、次の条件のいずれかに適合する場合に可能である。 

①閉鎖的で狭小なエリアであり上位局受信者への与干渉がない場合。 

②開放エリアにおいて上位局とのＳＦＮで運用する場合は、次の条件に適合する

場合。 

ア ギャップフィラーの発射する電波が、ギャップフィラー受信エリア内で上

位局のガードインターバル内に収まっていること（同一フレームであること

が前提）。 

イ 上位局の放送事業者が運用する中継局の送出タイミングは、中継局ネット

ワークを構築する都合上、時間調整することがあるため、ギャップフィラー

側の送信タイミングを上位局の送信タイミングに合わせて調整可能であるこ

と。 

③開放エリアにおいてＭＦＮで運用する場合。 

 

 

 



 

 

 

山間地等自然的要因による難視 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【図５．１】  山間地等自然的要因により受信障害が発生している地域 

- 47 - 



 

  ①地下街 

 

 

 

地下のため電波が遮へいされることによる難視

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ②地下駐車場 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【図５．２】 地下街等の電波が遮へいされることにより受信障害が発生している

空間 
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  ①丘陵により受信障害が発生している地域 

 

 

 

 

丘陵の陰による難視 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ②窪地や川沿いで受信障害が発生している地域 

 

 

 

 

 

窪地で見通し外となることによる難視 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【図５．３】  丘陵や窪地等の自然的要因により受信障害が発生している地域 
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  ①単体のビルや橋梁等により受信障害が発生している地域 
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【図５．４】  建造物等人為的要因により受信障害が発生している地域 
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  ①同一チャンネル混信により受信障害が発生している地域 
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  ②ＳＦＮ混信により受信障害が発生している地域 
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【図５．５】  デジタル混信により受信障害が発生している地域 
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【図５．６】  システム全体を一の者が設置するパターン（受信点は非分離構成） 
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【図５．７】  システム全体を一の者が設置するパターン（受信点は分離構成） 
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【図５．８】  システム全体を一の者が設置するパターン（多段接続する構成） 
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【図５．９】  受信点は別の者が設置するパターン（ケーブルテレビの伝送網活

用型） 
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【図５．１０】  受信点は別の者が設置するパターン 

（地域公共ネットワークや公共施設管理用の光ファイバ活用型） 
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【図５．１１】  受信点は別の者が設置するパターン 
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【図５．１２】  受信点は別の者が設置するパターン（電気通信事業者の伝送網

活用型） 
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